
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

)王１誰当~｢ろ。には,し印を記入して〈だざⅢ℃特定卒業者以外の事糞老⑩方}よし印$刀記入は不要です＞

２￣基畢年度」とは計画期間⑪繭年度を．「目叡平宝」とは計画期間⑰最終掌度を、「報皆年』度」と'よ計画期間のうち、今回姐告の対象と駐ろ牢度之ぃ｡､空す。
ａ「事業所等排出区分」とは東部府内の事藁所葬の事業活動《力ためのエネル挙一の使用に伴い発室する温室効果ガスを．「輸送ｎ万排出区分一とは自動I､運送卒業者につし,､て'よ使胃②本拠⑩位置を東祁府内と
する車両の排出する温室効果ガBRを、裳、事禦者については保有Ｔるjdi輪車両又(よ箙客肛濁の排出する遇室効果ガスを、「その他排出区分一とは上肥域外Ｉの東部府内における奈美所等(､事麓j舌動に伴い発生
する沮室効果汀司を１，､います。

４「匠錘当と２２鍵効果率総出且等｣のｒ用還区芳｣にｉｆ.○c工鳴事務所など⑳用速を記ｽ､して<ださ､。「原単位の指標｣'二は､分子の「二醜化炭素換算｣の下に分母となる掘偲(生産数量延
べ床面狽．走行距離等》を記入してください。

５「そめ値の池球温咀化対策による温室効具ガヨ金目I』猿且琴」のもちｌ轟林の保全及び整備」Ｊ，．'~目裡年度（SrF回）」11,には計画確聞中勿目製｡､具3+を．「報告年度（糞jlU〉．偏にIま実柵の異!fを記入1_て：
ノミさい。

６「特記事項」には．平成２年度（１９９０年度）を基準とした排出丑のｶﾅ土や、省エえ製品期発趣ど/也者のＩ且皇効果が叉排出削概へ必首献、グリーン調逮切採男．特定ラロ＞など諏条例;ii定外《X､温室ぞ｣b粟が
天⑪白Ⅲ減などを詔ＡＩ_て｡:ださし、

住所（腫人におっ
ては、主たる事務

薪の所在池）
京都府京田辺市大住浜５５－１２

氏名（法人にあっ
ては、名称及び縄

衷者の氏名）
ペナソニソクエレクトロニツクデバイス日東株式会社代表取締役常務山崎康正

事業者の主たる

業種 オプトエレクトロニクスを主とする電子部品の製造．販売

該当する事業者
要件 厩京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規,模エネルギー使用鞭業者（原油に換算して1.500キロリットル以上））

巴

、

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラソク又はパス100台以上タクシー150台以上工鉄道
車両150両以上）

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当卒業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3.00()トン以上））

計画期間 干成ZI)牛４月～平成23甲３月

基本方針 ￣プーu、｡"、〆、．'￣ｕノンｖ／￣￣'戸Ｕ’イノｖＪＴ癖Ⅱ■；

､モノづくりの向上を図り、CO2排出堂の削減、省資源、廃棄物の削減と!)サイクル化、及び有害化学物質の適正管理と削減に取り組む。
･全従業員が｢LＥ（LovetheEarth）地球を愛する市民活動｣を推進する。
・園やftl1方白治体一乃ぴlfhj歳升全茄士端.＋丞法Hif,．ｆ干立へｍＩ泣占・寺耀か疵１ｔ+全音鉄!←鐘鉛実

推進体制

環境保護推進委員会に省エネルギー部会を股伍し、省エネルギーに係る共通課題の抽出と検討を行い省エネルギー活動を推進する。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 工場全体

取得年月日 平成10年１月１０日

年度ごとの具体
的な取組及び楢
皿の状況

年度

平成20～22隼

平成20～22隼

平成21年

設備、対象．工程等

ｵﾌﾟﾄ製禮工程

施設部門

ｵﾌ.ﾄ製浩工程

措匝内容

成形工程の歩留まり、設備稼働率向上により甑気便用量を削減する。（（21）2.7%削減）

クリーンルーム以外の夜間の稼働停止により都市ガス使用壁を削減する。（（21）Ｌ6%削減）

エリア削減、外気取り入れ制限によりクリーンルームの省エネを実施する。（（21〉3.3%削減）
温室効果ガスの

排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）
(19）年度

(二股Ｉ上炭素換瓦）

目標年度（計画）
(22）隼度

(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告牢度（実績）

(21）年度
《二酸化炭素換算）

増減率

(実績）

3.824.0ｔ 5,110.0ｔ 33.6船 3,344.4ｔ -12.5船

ｔ 上 船 ｔ 船

ｔ ｔ ％ ｔ 船

＊Ｉ 3.824.0ｔ ＊２ ５Ⅲ110.0し 33.6船 ３，３４`1.4ｔ ＊４ -12.5？（ 

上記の取組みによじCO2排出量は12.5％（19年比）削減する二とができた。特に都市ガスの使用量は基準年（H19年度）
比50%削減することができた。

原単位当たりの

温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

京田辺工場
二酸化炭素換算

生産高
二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実綱に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増滅率（:十画） 報告年度（実績） 潤減率（実績）

105.634ｔ-CO2/億円 76.3461-CO2/億円 -27.7斜 瓢.482ｔ-CO2/億円 -10.6？も

渦 船

`粥 ％ 

上記の取り組みによ'(〕生産高CO2排出原単位は10.6％（19年比)削減する二とができた。今後も継続して一層の取組みを
推進していく。

その他の地球温

暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内塵の木材の利用

自然エネルギーを利用した醗力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）

取組量等 (二酸化炭素換箕〉

整備面Wl） hａ 吸収且 ｔ 

ＴＩＩ用量） ｍ、 則渡且 ｔ 

充電且） kwｈ §ﾘ減量 ｔ 

熱供袷且） GＪ 尚ﾘ猿且 ｔ 

iUi入且） kwｈ 削減、 ｔ 

(獅入且〉 ［ (目Ⅱi,Min） ｔ 

＊３ｔ 

報告年厘 (実績）

取組丘箏 (二酸化炭素換算）

整憤面積〉 hａ (吸収且 ｔ 

ﾄﾞﾘ用且） ｍＯ (向ﾘ滅量 ［ 

充電且） kwｈ (削減量 【

熱供恰丘） GＪ (削減量 ｔ 

購入且） kwｈ (削減量 ｔ 

(賎１．且） ｔ (削減量〉 ｔ 

＊５ｔ 

差引排出量

(排出台計一博ﾘ濃霧合計〉

基準年度（実績）

＊１3,824.ＯＬ 

目標年度（計画）

(車3)-【噂3）5,110.0ｔ

潮減鋼（計画）

33.6船

報告年度（実績）

(刺肥(こう）３．３４４．４ｔ

増城塞（実績）

-12.5％ 

地球温暖化対策

に資する社会貢
献活動

2009年７月７日の環境省主催の｢CO2削減/ライトダウンキャンペーン｣に参加し、２０時～22時の間、間接部門の消灯を実施した。
2009年９月毎週金曜日に各職場毎に工場周辺の清掃活動を実施した。

特記事項 ]層､＝Ｕノ且ｽﾎﾞＨノブ咄

(1)エネルギーの有効f１１用：圧縮機の低圧化、パッケージニアーン〈空冷式ヒートポンプ）の導入
(2)温室効果ガスを含んだ物質の購入、使用、排出：洗浄剤として使用していたフロンの全廃
(3)容器、包装、梱包材の使用：通い箱の利用


